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 行政改革推進本部事務局 



○本田座長 それでは、ただいまから第８回年金業務・組織再生会議を開催いたします。 

 本日の会議におきましては、前回に引き続き社会保険庁からのヒアリングを行いました

上で、委員内で自由討議を行ってまいりたいと考えております。 

 本日のヒアリングでは、社会保険庁におけます外部委託の取組状況、課題及び今後の方

針、また市場化テストの状況及び評価などについてご説明を受けまして、その後で質疑を

行いたいと思います。 

 それでは早速ですが、まず社会保険庁から外部委託の取組状況などにつきまして説明し

ていただいて、その後前回の会議で宿題となっている事項についてもご説明いただきたい

と思います。その上で質疑を行います。よろしくお願いします。 

○石井社会保険庁運営部長 それではご指示に従いまして、お手元のヒアリング資料に沿

いまして説明させていただきたいと思います。 

 表紙に当たります部分、項目をご覧いただきますと６項目。１番目が外部委託に関する

これまでの取組状況、それから２番目が市場化テスト、そして３番目が業務集約化の推進

等、４番目が外部委託の推進に当たっての課題、５番目として所管公益法人に対する業務

委託の状況、そして最後、前回の会議でご指摘を頂戴いたしました事柄に関します資料と、

こういうような構成でございます。なるべく簡潔に説明申し上げたいと思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 まず外部委託に関するこれまでの取組状況でございます。 

 なかんずくこれまで私どもがとってきた考え方について説明をさせていただきたいと思

います。今後の外部委託の進め方につきましては、本再生会議のご意見をお伺いした上で

政府として基本計画を閣議決定することになるというわけでございますので、あくまでも

これまでの私どもの考え方としてお聞きいただきたいということを重ねて申し上げます。 

 それでは、枠囲いのところでございます。Ａの外部委託などを推進してきている業務で

ございますけれども、こちらは非権力的で国民の権利義務の確定に至らない業務であって、

そして①から③と書いてございますけれども、ここに記載されておりますようないずれに

も該当する業務について委託するという考え方で進めてきております。 

 一方、Ｂでございますけれども、社会保険庁がみずから行うこととしている業務といた

しましては、一連の業務の管理、それから行政処分行為や権力性の高い業務、それから国

民の権利義務の確定に係わる業務、それからＡの外部委託などを推進してきている業務の

うち①から③までのいずれにも該当しない業務。これらのものは社会保険庁が自ら行うべ

き業務と、こういう整理をしてきているわけでございます。 

 次は社会保険庁の業務で自ら行うもの、それから外部委託を行うもの、それぞれ代表的

なものを表に整理させていただいてございます。 

 これはこの形ですとちょっと煩瑣になりますので３ページの参考をご覧いただきたいと

思います。これは外部委託等の活用状況を業務のフローという形で整理させていただいた

ものでございますけれども、この下の方に注がございまして、太線の業務が外部委託等を
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行っている業務ということでございます。 

 適用業務のうち、届書等の受付・入力、通知書等の交付・編綴・保管、これについては

職員の判断を要しません。また、集約化等によるスケールメリットが生かせることになる

ということから、外部委託することとしてございます。一方、審査、決定につきましては、

行政処分の内容を決めるものでございまして、職員の判断を要するという考え方で、これ

までのところでは社会保険庁が自ら行うということにしているわけでございます。 

 それから、適用業務のうち未適用対策に関してでございますけれども、未適用事業所の

把握及び加入勧奨業務、これは非権力的な業務ということで、効果的、効率的な事業実施

のために民間のノウハウを活用できるという考え方に立ちまして外部委託をしてございま

す。加入指導は権力的な業務である立入検査、あるいは職権適用に至る一連の業務である

と、こういうような位置づけで社会保険庁が自ら行うこととしてございます。 

 それから、厚生年金の徴収でございますけれども、納入告知書の発送業務を委託してご

ざいまして、それ以外は権力的な業務である、滞納処分に至る一連の業務であるというこ

とから、社会保険庁が自ら行うこととしてございます。 

 国民年金の徴収でございますけれども、基本的には今申し上げた厚生年金とほぼ同様で

ございますけれども、納付督励部分は非権力的でまとまった業務量となるというような判

断から、市場化テストにより外部委託をしていくこととしてございます。この部分は、そ

ういうことで市場化テストに付している部分と、それから市場化テストの対象外のところ

と、中を２つに分けまして、納付督励でも訪問などは社会保険庁の職員がやる、そして電

話の納付督励、これはテレマーケティングですけれども、それは外部委託をすると、こう

いうような整理になっております。また、免除などの勧奨ということで細長く入ってござ

いますけれども、ここは市町村から所得情報をいただくということを前提とした業務でご

ざいますから、これもやはり職員が行うべきものという整理でございます。 

 それから、相談業務についてでございますけれども、ここは類型で整理をさせていただ

いているわけですが、電話相談と出張相談の一部につきましては、一般的な相談を扱って

いると整理をさせていただいて、権利義務に直接かかわらないということで、外部委託を

するということにしているわけでございます。 

 それから、年金給付につきましては、適用業務の届出書等の処理と同様の整理でござい

ます。 

 それから、システム関係につきましては、基本計画については職員が中心となって、も

ちろん外部の事業者の支援なども受けながらではございますけれども、基本的には職員が

中心になってやると。設計以降の工程につきましては、その管理は社会保険庁が行います

けれども、実際の設計、開発、運用、そして維持管理、保守、この辺は業務を委託させて

いただいていると、こういう整理になっているわけでございます。 

 次に４ページをお願いいたします。これは現在外部委託を行っている主な事業の例でご

ざいます。 
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 概略をご説明申し上げますと、市場化テスト関係は後ほども出てまいりますけれども、

国民年金保険料の収納事業、それから年金電話相談センター事業がございます。加えて、

適用・徴収関係業務の４番と５番、未適用事業所に対する文書・電話・訪問による勧奨業

務でございますけれども、これは概要のところにも書いてございますけれども、平成17年

度、それから18年度は市場化テストモデル事業ということで実施してまいったわけでござ

いますけれども、これは19年度以降は市場化テストの経験を生かして、社会保険事務所す

べてにおいて一般競争入札による外部委託を実施しようということで、現在そのような取

り扱いになっておるわけでございます。 

 それから、５ページをよろしくお願いします。 

 相談関係の業務ではこの７月に第１コールセンターを東京大森にオープンしてございま

す。ここにおいて電話相談を民間委託してございます。 

 それから、事務処理関係でございますけれども、ここで言う７番と８番がデータのフロ

ッピーディスク化作業、それから９番がキーボード入力作業、10番がフロッピーを使った

入力業務と通知書などの作成業務ということで、いずれも先般の事務センターのご視察の

ときにご覧いただいたものでございます。 

 それから、11番は中央の社会保険業務センターにおいても同様の定型的業務を外部委託

させていただいているということでございます。 

 それから、システム関係業務は簡単ではございますけれども、触れさせていただいた次

第でございます。 

 ６ページでございますけれども、今度は外部委託を進めることとしている業務というこ

とで、最適化計画、それから社会保険庁の７ヵ年人員削減計画において、今後外部委託を

進めることとしている業務を抽出してみたものでございます。 

 まず、市場化テストなどによる外部委託の拡大についてでございます。これは後ほど詳

しいものが出てまいるわけでございますけれども、まず国民年金保険料収納事業につきま

しては、本年度より公共サービス改革法に基づく事業として本格実施を始めたところでご

ざいます。厚生年金保険などの未適用事業所に対する適用促進事業につきましては、同じ

く本年度より全社会保険事務所において、先ほども申し上げましたけれども、外部委託を

展開してございます。それから、年金電話相談センターでございますけれども、先ほども

ちょっと触れましたけれども、全国24カ所の年金電話相談センターを３カ所に集約すると

いう構想の下で、第１コールセンターをオープンさせたということでございます。 

 それから、業務の集約化による定型的業務の外部委託などの拡大につきましては、前回

集約化についてご説明申し上げたわけでございますけれども、改めて申し上げれば、対面

を必要としない届書の処理業務について、これを事務センターに集約した上で、入力業務、

通知書などの作成、交付、編綴、保管等の業務について外部委託するというものでござい

ます。入力業務の拡大につきましては、平成18年度に実施済みでございまして、通知書な

どの作成、保管などについてはシステム刷新後に外部委託を予定してございます。 
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 ７ページの市場化テストでございますけれども、これにつきましては平成17年度にモデ

ル事業として未適用事業所に対する適用促進事業、それから国民年金保険料の収納事業、

年金電話相談センター事業の３事業が設定され、実施いたしております。 

 まず、未適用事業所に対する適用促進事業についてでございますが、２の委託の範囲と

いうところにございますように、未適用事業所の把握、それから事業主に対する加入促進、

それから事業報告書の作成を包括的に委託する形で行わせていただいております。 

 ８ページでございますが、対象事務所と委託業者でございますけれども、平成17年度は

５カ所、それから18年度は104カ所をモデル事業として行っております。19年度は全ての

社会保険事務所を対象として一般競争入札による民間委託を実施となっております。 

 それから、事業結果を踏まえた見直しでございますけれども、平成17年度及び18年度の

実施状況などを分析した結果、文書・電話勧奨と訪問による加入勧奨により、民間事業者

により効率的かつ効果的に事業を実施することができる結果が得られたわけでございます。 

 このことから定型化した適用促進業務につきましては、一般競争入札による民間委託を

全国展開することとして、本年度から実行しているわけでございます。 

 それから、９ページの未適用事業所の対する適用促進事業に係る評価でございますけれ

ども、まず事業目標の達成状況でございますが、１地区を除く12地区の受託事業者におい

て、事業目標である要求水準を達成していただいております。ただし、要求水準に達した

受託事業者のうち、５地区の受託事業者においては支出が収入を上回ったと、こういうよ

うなことがございます。それからまた、社会保険労務士会が受託した地区で、その会員情

報等を有効に活用したというような場合に、加入に結びつくという効果が出ているという

ことが見てとることができます。 

 10ページでございます。受託事業者と対象社会保険事務所との事業実績の比較でござい

ます。受託事業者において確認した未適用事業所数の実績、これを社会保険事務所の前年

の実績と比較してみたものでございますけれども、受託事業者が社会保険事務所の実績を

上回っているところが８地区、下回っているところが５地区ということになってございま

す。 

 加入に結びついた事業所数を比較いたしますと、受託事業者が社会保険事務所の実績を

上回っているところが８地区ということで、特に社会保険事務所の実績を大きく上回った

地区では、やはり社会保険労務士会が会員情報を基に積極的に加入勧奨を実施した。そう

いうところが結果として出ているということでございます。 

 それから11ページの受託事業者と対象社会保険事務所との今度は事業コストの比較とい

うことでございますけれども、13地区のうち12地区の受託事業者におきまして、その費用

総額が社会保険事務所の費用総額を下回ってございます。ただし、加入に結びついた事業

所数が社会保険事務所の実績を下回った受託業者におかれては、未適用事業所の把握に重

点が置かれていたと。未適用事業所を加入に結びつける取組というものが十分に実施され

なかったというふうに考えてございます。 
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 それから12ページの事業実績と事業コストの相関関係でございます。表の網かけの地区

が加入に結びついた事業所数が社会保険事務所を上回っている８地区ということでござい

ますけれども、その受託業者の費用総額は社会保険事務所の費用総額のおおむね５割以上

となってございます。一方で、加入に結びついた事業所数が社会保険事務所の実績を下回

った５地区の受託事業者の費用総額でございますけれども、やはりそのようにして比較い

たしますと事務所の費用総額のおおむね５割以下ということでございまして、やはり加入

に結びつける取組で成果を上げるためには、ある程度の費用が必要なのではないかと分析

をされるというように見てございます。 

 それから、次の13ページの（参考１）という資料は第６回の会議に提出した資料でござ

います。モデル事業を絵であらわしたものでございます。 

 14ページでございます。（参考２）、厚生年金保険・健康保険の適用促進対策における

非常勤職員の役割という資料でございますけれども、両者の役割を整理したものでござい

ますけれども、表の②のいわば労働局、運輸局などの関係機関からの通報のような形で随

時提供された未適用事業所の情報につきましては、即時に加入指導などの対応が必要とな

ることから、職員が対応することとしてございまして、この表の①の部分の業務について

は、今年度から文書、電話による加入勧奨、訪問による加入勧奨について、民間委託を実

施しておりまして、それらの業務に従事していた非常勤職員の配置を見直したところでご

ざいます。 

 それから、15ページは国民年金保険料の収納事業でございます。まず、市場化テストに

ついてでございますけれども、平成17年度、18年度はモデル事業として実施したことは申

し上げたとおりでございまして、この10月から公共サービス改革法に基づく取組というこ

とで本格実施しております。 

 まず、Ⅰのモデル事業でございますけれども、２の委託の範囲のところでございますけ

れども、国民年金保険料の未納者に対する納付督励業務、被保険者からの委託に基づく納

付に関する業務、口座振替の獲得業務、記録の管理、報告、これを包括的に委託したもの

でございまして、３のところをご覧いただきますと、対象社会保険事務所と受託事業者の

項目にございますように、平成17年度は５カ所ございます。それから、18年度はこれはや

っぱり継続ということで５カ所、そして次のページでございますけれども、18年度新規分

ということで30カ所、19年９月までということで実施をしているわけでございます。 

 Ⅱの公共サービス改革法に基づく本格実施ということでございますけれども、まず委託

の範囲でございますけれども、保険料滞納者に対する国民年金保険料の納付督促・督励業

務などということで、基本的には先ほど市場化テストということでご説明したのとおおむ

ね一致した業務の委託をさせていただいているということでございます。 

 それで、この公共サービス改革法に基づく対象社会保険事務所及び受託事業者でござい

ますけれども、17ページにございますように、17事務局、35地区、95カ所という形になっ

てございます。こちらは入札が９月末ぎりぎりまでかかりましたが、何とか10月に入りま
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してからそれなりに順調なすべり出しができたかなと思っております。 

 それから、今度は18ページでございます。国民年金保険料の収納事業に係る評価でござ

います。こちらはモデル事業の評価ということで、平成17年度の５カ所の結果を分析させ

ていただいたものでございます。 

 それで実施結果と評価でございますけれども、まず事業実績といたしましては、納付月

数は５カ所中４カ所で達成、口座振替の方は１カ所のみ達成と、こういう結果になってご

ざいます。事業経費につきましては、受託事業者のコストがいずれも他の社会保険事務所

のコストを下回ってございます。評価でございますけれども、納付月数の要求水準はおお

むね達成されております。それから、相当のコスト削減も図られているということが読ん

でとれるわけでございます。納付率の改善状況でございますが、いずれの対象社会保険事

務所も他の社会保険事務所に比べて低調であったわけでございますが、納付率の面で低迷

している要因として考えられる点というのを整理させていただいておりまして、１つは要

求水準が低いということ。それから、対象社会保険事務所において積極的に受託事業者と

連携・協力して納付率の向上を目指すという取組が不十分だったと、これは私どもの反省

でございます。それから、３番目に対象社会保険事務所の免除などの実績が低調だったと

いうようなことも絡んでいると思っております。 

 19ページでございます。今度は費用面で受託業者の方が低かった理由というのを分析さ

せていただいたわけでございますが、表にございますように、受託事業者の場合には電話

による納付督励が中心であったということ、それから未納期間が比較的少ない未納者など

に効率的に働きかけられたということ、それから電話ということと裏腹のことでございま

すけれども、戸別訪問はあまり実施しなかった、実施しても電話番号不明者など一部に対

してのみ実施した程度と、こういうようなことで、総じて人件費を中心に相当のコストダ

ウンが実現されたのかなと見ております。 

 一方、社会保険事務所の方でございますけれども、遠隔、あるいは山間地、そうしたと

ころも含めて全地域で納付督励を実施するという方針の下で動いているということ。それ

から、やはりなかなか難しい方というのがいらっしゃって、これは戸別訪問で要するに働

きかけなければいけないということで、かなりのウェイトを置いてその点の納付督励がな

されているのではないかということ。それから、遠隔地域を中心として年金相談も行える

窓口も納付督励を機に開設した集合徴収、こういったものも並行して実施しているという

ことで、これらが総じて人件費の面でコスト増ということにつながっているのかなと、こ

ういうようなことでございます。 

 この実施結果を踏まえた見直しということでございますけれども、見直し内容、20ペー

ジにかけて５点あるわけでございますけれども、見直し後のところをご覧いただきたいわ

けですが、まず要求水準の適正化につきましては、１つは社会保険事務所に納付された納

付月数から納期限内納付分、これは納付督励を必要としない優良被保険者分ですが、それ

から強制徴収納付分、これを引いた、いわば所得でいえば中間層、通常の方、そういった
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層に相当する督励納付月数、これが要求水準に達するという形に整理をし直すということ

を見直しとしてやってございます。それから、納付月数でございますけれども、獲得すべ

き督励納付月数を目標納付率とリンクした要求水準として設定しているということ。それ

から、最低水準の設定をさせていただいていると、こういうような見直しを図ってござい

ます。 

 それから、２点目の企画提案に対する必須条件の追加ということで申し上げますと、公

的年金という性格、これはやっぱり踏まえていただく必要がございますので、全未納者に

対する督励の実施というものを企画提案書において必須条件として追加させていただいた

ということがございます。 

 それから、見直し内容の３点目でございますけれども、受託事業者への適切な指示・指

導及び協力連携というものを対象社会保険事務所において強化することでございます。見

直し後のところでございますけれども、これはしっかり連携・協力をしていくと 、社会

保険事務所においても受託事業者の事業実施状況の把握、分析をさせていただいて、必要

に応じて助言・提案を行うとともに、関係情報を提供し合うということで、双方が連携し

た取組を実施することが大切であるということで書かせていただいております。 

 それから、情報の早期提供という点におきましても、保険料の滞納者の情報、それから

納付状況、いずれにつきましても記載のとおりの形で取組むということでございます。 

 それから、事業の周知・広報の充実でございますが、これも見直し後のところに記載し

てございますように、政府全体で機会を通じて市場化テストの実施内容について周知・広

報を行って、働きかけを受ける納付督励などの対象者に疑念を抱かせないような環境の整

備を図っていくということが大切であると、このように整理をさせていただいているわけ

でございます。 

 21ページでございます。こちらは国民年金保険料の収納事業、市場化テストモデル事業

の実施結果でございます。21ページから23ページにかけましては実施結果のデータという

ことでございます。22ページでございますけれども、これも納付月数１月当たりのコスト

を見たもので、受託業者の方が安価であると。その安価の理由は先ほど申し上げたという

ことで、これも説明は割愛させていただきたいと思います。 

 それから、次に23ページでございますけれども、納付率などを前年同期と比較すると、

全体的にはモデル事業以外の地区に劣る結果となっていると。その要因はということで、

先ほど触れさせていただきました。これについても要求水準は低いという理由でございま

すけれども、触れさせていただきましたので省略させていただきます。 

 24ページでございます。こちら参考１ということで、「公共サービス改革基本方針の一

部変更について」という資料でございますけれども、これは今月26日に変更を閣議決定し

た基本方針の抜粋でございますけれども、平成20年度事業につきましては下の箱囲いの中、

アンダーラインが付してございますように、20年10月から２年間を実施期間として、さら

に90カ所、合計ということでいきますと185カ所になるわけでございますけれども、市場
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化テストを国民年金保険料の収納事業について実施することになったというものでござい

ます。なお、この枠囲いの一番下に注がございますけれども、日本年金機構設立後は機構

がこの契約を承継することになっております。 

 次に、25ページでございます。こちらは第６回の会議に提出させていただきました国民

年金保険料の収納対策に関わる全体像を示した資料でございますけれども、簡単にもう１

回レビューをさせていただきますと、未納者につきましては、その所得状況から強制徴収

対象者、納付督励対象者、それから免除等対象者とかように分けまして、そしてそれぞれ

の特性に合わせた勧奨の業務、さらには強制徴収を実施していくというような形にしてご

ざいます。その督励対象者に関わる取組というのがこれまでご紹介申し上げております市

場化テストによる対応を進める部分という形になっているわけでございます。 

 それから、26ページでございます。参考３ということで、国民年金保険料の収納対策に

おける非常勤職員の役割を整理させていただいたわけでございますけれども、国民年金保

険料の納付督励などにおきましては、国民年金推進員という者が戸別訪問による保険料の

納付督励と免除などの勧奨を行ってございます。具体的には、国民年金推進員は主として

納付督励対象者のうち未納期間が12月までの短期、中期未納者の督励業務を行うというの

がメインになっているわけでございます。市場化テストが全国展開いたしますと、この部

分の業務がなくなるということになります。なお、強制徴収対象者につきましては、職権

を背景にした督励を行うということでございますので、職員が行う。それから、免除等勧

奨業務につきましては、先ほどもちょっと触れましたが、所得情報を基に行うということ

で、職員が行うという整理にさせていただいてございます。 

 それから、次の27ページでございます。年金電話相談センター事業でございますけれど

も、まず市場化テストモデル事業についてでございます。こちらは委託の範囲のところに

もございますように、電話による年金相談業務、それから各種届出用紙・各種通知書の送

付依頼受付業務、それから事業報告書の作成業務というものを委託いたしまして、具体的

な手段・手法につきましては、現行法の範囲内において受託者の提案に委ねる形で実施を

させていただいているわけでございます。 

 実施期間でございますけれども、第１期が平成17年10月から18年９月まで、それから２

期目が18年10月から20年９月までの２年間ということで実施をしているところでございま

す。 

 今後の方針でございますけれども、先ほども触れさせていただきましたように、全国24

カ所の年金電話相談センターを順次集約していきまして、３カ所程度に集約していきたい

と。それで、新たなコールセンターをそういうことで３カ所構築すると、こういう予定で

ございまして、新たなコールセンターにおきましては市場化テストの成果というものを踏

まえて、オペレーター業務は全面的に一般競争による民間委託としたいと考えているわけ

でございます。 

 それから、28ページでございますけれども、これはこれまでの電話相談センター事業の
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概要を整理したものでございまして、オンラインシステムを使用できる環境にあるという

ことがポイントの１つでございます。 

 29ページは年金電話相談センター事業に係る評価でございます。実施結果でございます

けれども、これは第１期目の平成18年９月までに実施した部分の評価をまとめたものでご

ざいますけれども、その結果といたしましては、相談の対応件数でございますが、１事業

者は未達成という結果になってございます。それから、事業に要した費用といたしまして

は、委託費ベースにおきましては両事業者とも同規模の電話相談センターの費用を下回っ

てございます。ただ、実経費ベースにおきましては、１事業者は下回り、１事業者は社会

保険庁の費用よりも費用がかかったという形になってございます。 

 それから、電話相談の対応状況でございますけれども、サービスの質でございますけれ

ども、こちらについてはモニターによる調査などにおきまして、両事業者とも社会保険庁

が実施した年金電話相談センターと同等以上の評価が出ているということでございます。 

 Ⅲの評価のところでございますけれども、電話相談の対応状況では両事業者とも評価で

きる面があるわけでございますけれども、対応件数では相談体制の確立というのが不十分

であったという面も一因としてありまして、要求水準を達成することができなかった事業

者が出たと。また、経費におきましては年金相談の需要の繁閑によるオペレーターの要員

管理が十分に行われなかったことから、実経費が委託費収入を大きく上回る事業所があっ

たということで、事業を包括的に見ますと、民間事業者の創意工夫あるいはノウハウが十

分に生かされなかった面もあったのではないかなと、ちょっと厳しいかもしれませんけれ

ども、そのような整理をさせていただいております。 

 それから、30ページ、31ページは年金電話相談センター業務の実施結果の少し細かな数

字を整理したものでございまして、これは省略させていただきたいと思います。 

 それから、32ページでございます。これは第６回の会議に提出させていただいたもので

ございます。全体像ということでございます。若干のレビューをさせていただきますと、

まず絵の中央の上の方でございますが、平成18年度の総相談件数は1,600万件余というこ

とになってございまして、このうち来訪相談が800万、電話相談が781万ということで、ほ

ぼ半分をそれぞれが占めていると。出張相談という形態のものが27万、文書相談も数とし

ては少のうございますけれども、11万という形になっているということでございます。 

 その相談の受け先といいますのは、内容的には来訪、電話、文書、こういう形でござい

ますけれども、社会保険事務所、それから年金相談センター、それから年金電話相談セン

ターと、それからもちろん中央年金相談室というのが、現在は大森の方に吸収されてござ

いますけれども、社会保険業務センターにおいてあった時期もあったと、こういうことで

ございます。 

 一方、こういう形で電話なり、足を運んで、そしてフェース・トゥ・フェースで相談に

あずかるという形態のものがある一方で、私どもがこれから力を入れていかなければいけ

ないと思っておりますのが、左側の社会保険業務センターが中心で展開させていただいて
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おりますインターネットなどによる照会の相談でございまして、むしろ直接こういう形で

足をお運びいただかなくても比較的詳しい情報を提供させていただけるような、こういう

形態の展開をこれからもっともっと強くしていかなければいけないというふうに考えてい

るわけでございます。 

 33ページでございますけれども、これはそういうことで今後３カ所整備していこうとい

うふうに考えているコールセンターの事業の概要でございます。運用の形態といたしまし

ては、設置場所、機器設備等は社会保険庁においてそろえまして、オペレーター等の要員

はコール数に即した体制をとれるように、民間委託によるインハウス方式とするというよ

うに考えております。 

 それから、構成でございますけれども、全国に３カ所設置することといたしまして、年

金電話相談センターはこれらの設置に伴いまして廃止していくということでございます。

第１コールセンターは、繰り返しになりますが、既にこの７月に大森に設置してございま

す。それから、第２コールセンターは平成20年３月に設置したいということで、今手配を

進めてございます。それから、第３コールセンターは来年の８月ごろを目途として、その

準備段階に入っているという状況でございます。 

 それから、次は34ページ、参考３、年金相談業務関係における非常勤職員の役割でござ

いますけれども、この相談業務におきましては職員の他に年金相談員などが相談業務に当

たっているわけでございます。このうち年金電話相談センターの部分につきましては、コ

ールセンターの体制が完成した後はすべて民間委託になるという形でございます。 

 それから、35ページでございます。今度は業務集約化の推進でございます。業務集約化

の推進につきましては、前回の会議で説明させていただきました。それと同じ資料でござ

いますので、基本的には説明を省略させていただきたいと思っておりますけれども、参考

資料を１枚今回追加させていただいておりますので、そこだけちょっと触れさせていただ

きますと、37ページでございます。 

 これは届書などの処理業務についての集約化の進捗状況をまとめたものでございまして、

網かけの部分が集約化が進んでいるところでございますけれども、ケース①は審査から通

知書などの作成・交付までの一連の業務の集約化が完了しているものでございまして、業

務の分野ごとの該当する事務局数を右に整理してございます。ケース②からケース④と比

べましても、ここのところの集約状況が一番進んでいるということがご覧いただけるので

はないかと思います。 

 以下、同様に、ケース②は審査・入力の業務のところまで集約化が進んでいるもの、そ

れから入力以降の過程を集約するという形になっているもの、それから先日ご覧いただき

ました東京事務局でございますが、入力のみを集約すると、こういう状態になっているも

のがあるということでございます。それから、該当する分野の処理を集約していない社会

保険事務局、ちょっと遅れているわけでございますけれども、これも１つあると。年金給

付関係では４事務局があるということでございます。 
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 38ページは先日説明させていただきましたので、説明は省略させていただきます。 

 39ページも同様でございますので、省略させていただきます。 

 40ページ、41ページも大変恐縮ですが、同様に説明は省略させていただきたいと思って

おります。 

 42ページでございますけれども、これは社会保険事務局事務センターと社会保険業務セ

ンターとの役割分担について整理したものでございます。社会保険事務局事務センターは

社会保険事務所、社会保険事務局の中にある第一線機関でございますが、そこでやってい

る業務のうち対面を必要としない業務を集約して、そして業務処理の効率化を図るために

県単位に設置をしているものでございます。一方、社会保険業務センターは記録の一元管

理のためということでデータセンターとして位置づけているということでございまして、

また年金裁定後の受給権者にかかわります諸変更の事務などもここでとり行っているとい

うことでございます。詳しくはそれぞれ枠囲いの中に記載しているような事務をとり行っ

ているということでございます。 

 43ページでございますけれども、これは社会保険業務センターにおける職員数の推移と

いうのを整理したものでございます。直近５年間の推移でございますけれども、一番下に

参考として受給者数の増加していく推移がご覧いただけると思いますけれども、こういう

増加状況と比較して、どちらかといいますと全体的には定員削減を進めてきているわけで

ございますけれども､平成15、16、17、18と緩やかに定員の削減を進めてきているわけで

ございますが、19年度はやはりＩＴガバナンスの体制を強化する必要があるというような

ことで増員に転じております 

 それから、44ページでございます。外部委託の推進に当たっての課題というものを整理

させていただきました。 

 まず、委託業者による業務の適切・効果的な実施を確保するために講じている措置とい

うことでございますけれども、やはり大事なのは業務品質の維持・向上、それから委託業

者の管理という点でございます。 

 まず、業務品質の維持・向上の関係では、やはり委託業者の選定方法、それから契約方

式に十分工夫を凝らす必要があるわけでございまして、一般競争入札、それも総合評価方

式による選定を取り入れてございます。それから、もう一つは、やはり単年度の契約です

と習熟したところでまた切りかわってしまうという問題がありますので、複数年契約の導

入を進めているわけでございます。 

 それから、実施体制の整備でございますけれども、やはり事業者におきます教育・訓練

の実施、それから管理責任者の配置、それから業務に合致した要員の適正配置、これがポ

イントでございます。加えまして、社会保険労務士さんなどの一定の有資格の方々を業務

責任者とする体制も非常に大事なことだというように経験則的に感じております。 

 それから、委託業者の管理・規制の関係でございますけれども、やはりまず進捗管理が

必要でございまして、月次の報告徴収が欠かせません。それから、必要に応じて随時の立
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入検査もやる必要があるということでございます。また、業務上知り得た情報の管理とい

うことで、これは本当に業者において徹底的に、従事者に対しても徹底していただく必要

があるということで、重ねて要請をしているところでございます。その他、実績に応じた

報酬の加算あるいは減額というようなものもメリット性ということで、インセンティブで

ございますけれども、わくように工夫をしてございます。 

 それから、45ページでございますけれども、外部委託の活用を推進する上での課題でご

ざいますけれども、やはり中長期的に業務品質の確保と効率的な事業実施をともに確保し

ていくことが大事であると。同時に、継続的な業務改善につながること、そして事業者が

その力を発揮しやすいようなものとしていくことも重要であると思っております。そのよ

うな目的に沿う業務委託のあり方というものについてさらに検討を進めなければいけない

と思っております。 

 主な事項は下に整理してございますが、調達・契約のあり方、それから環境の整備、そ

れから管理・活用する上において必要なノウハウの蓄積、こういったものがあると思って

おります。 

 それから、今度は46ページ、所管公益法人に対する業務委託の状況でございます。 

 まずもって、所管公益法人の委託費等の状況のすぐ下のところに、表に入る前に２行に

わたって枠囲いをつけさせていただいておりますけれども、記載しておりますように、社

会保険庁から所管公益法人に対する委託費につきましては、平成17年度以降いろいろなご

批判というものもあったわけでございまして、これを受けて順次廃止をしてきておりまし

て、日本年金機構の業務に関連する委託費は現時点で全て廃止済みということになってい

ます。 

 ずっと個別の所管公益法人についてどのような事業を法人としてはやっていて、そして

平成18年度時点でどのような委託状況になっているかというようなことを記載しているわ

けでございます。 

 この中で１点触れるとすれば、46ページの社団法人日本国民年金協会でございますけれ

ども、これは海外に居住しておられる日本人、こちらの方から委託を受けまして加入手続

の代行業務というのをやっているわけでございます。これも平成19年６月をもって廃止を

しているということでございます。 

 47ページの方にまいりまして、平成18年度の業務委託者などの支出の有無欄でございま

すけれども、無、無とこうまいりまして、３つ目に社会保険健康事業財団というのがござ

いますけれども、こちらは生活習慣病予防健診と、健診事業の委託を受けていたわけでご

ざいますけれども、こちらの方の委託費も20年９月をもって廃止予定ということになって

ございます。表をざっとご覧いただきますと、委託費の関係はおおむね全廃ということに

なっていることをご覧いただけるかと思います。 

 それから、49ページでございますけれども、これも無駄使いの１つの代表例であるとい

うことで、たくさんのご批判を受けた年金福祉施設の整理合理化の関係でございますけれ
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ども、これにつきましては平成17年10月に存続期間５年ということでこの福祉施設を整理

するための独立行政法人年金・健康保険福祉施設整備機構という法人が設置されまして、

ここに病院を除く施設すべてを出資して、現在22年９月までの存続期限に間に合うように

整理合理化が進められております。残る病院は社会保険病院が53、厚生年金病院が10とな

っているわけでございますけれども、これは病院という施設の公益的な性格などもござい

まして、地域の医療の体制を損なうことがあるような整理の仕方は、やはり避けなければ

いけないということで、別途の扱いになっているわけでございますけれども、できるだけ

整理合理化計画を早く取りまとめて、その整理をしていくということでございまして、こ

の年金福祉施設などでございますけれども、これは日本年金機構に引き継がれるものでは

ないということでございます。 

 続きまして、前回会議でご指摘いただいた資料の関係でございます。一部間に合ってい

ないものもあるわけでございますけれども、まず社会保険庁における住民基本台帳ネット

ワークシステムの活用状況でございます。 

 目的といたしましては、枠囲いにありますように、被保険者や受給者の方々が市区町村

の窓口に出向く負担の軽減をしようということ。それから、もう一つは、届出忘れという

ようなことを防止するということで、年金受給権をこのことによって確保していこうとい

うことであります。 

 活用の前提でございますが、住民基本台帳法におきましては、住基ネットからの本人確

認情報の提供先、それから提供目的が法律上限定されております。規定されているものに

限って、住基ネット情報を活用することができる仕組みになっているということでござい

ます。 

 現状でございますけれども、３つのことをやってございます。１つは、20歳到達者につ

いての情報をいただいて、国民年金の加入勧奨に役立てるということでございます。それ

から、裁定請求などの際にいろいろと添付資料をつけていただくわけですが、その中の住

民票の写しは省略をするという形での活用でございます。それから３つ目が、昨年の10月

から始めておりますけれども、これまでは年金受給者すべての方に元気でおられるかどう

か、往復はがきを送って返していただくということでその確認をしていたわけでございま

すけれども、これを住基ネットを活用して確認をするということにしているわけでござい

ます。 

 今後の予定でございますけれども、前回でもご説明申し上げましたように、先の通常国

会で社会保険庁改革関連法案２法案が成立してございますけれども、そのうちの１本、略

称で事業改善法というふうに私どもは呼んでおりますけれども、これが平成19年７月６日

に公布され、関係法律がまた改正されておりますので、ここに書いてございますようなサ

ービスの拡充を図ることができるようになっているということで、１つは国民年金未加入

者対策ということで、34歳、44歳に到達した方の本人確認情報を住基ネットから頂戴いた

しまして、そして国民年金が適用されていない方に対して勧奨をさせていただくのに活用
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させていただくというのが１つ。それから、国民年金、厚生年金などの被保険者などの住

所変更などの届出の省略に活用するというのがもう一つでございます。ただし、これは少

し大がかりなシステム変更をしなければいけないという事情がありまして、平成23年４月

からの運用ということにさせていただいているわけでございます。 

 それから、52ページ、電子申請の利用促進についての補足の資料でございますけれども、

利用状況が悪い理由として料金のことを挙げたわけでございます。それで枠囲いの下のと

ころをご覧いただきますと、参考１ということで社会保険関係35手続について、これは年

間申請件数が10万件以上のものでございますけれども、内訳が記載されておりまして、事

業主が行う手続が９手続、6,000万件、それから個人が行う手続が26手続、4,900万件とな

ってございます。 

 私ども、社会保険関係手続の電子申請の利用促進を図る上においては、やはり個人の方

よりも事業主が行う手続を重点的に取組む方が優先かなと考えてございます。そういうよ

うな発想から、参考２でございますけれども、費用について先日お尋ねがあったときに、

ちょっと法人を念頭に置きまして、ご覧のように３年で３万2,000円程度、認証局によっ

て少しばらつきがあるわけでございますけれども、これは１年に引き直しますと１万円程

度ということになるわけで、そのことを申し上げたわけでございますけれども、個人とい

うことであれば地方公共団体が行う、３年契約で500円という例もありますねというご指

摘を同時に頂戴しているところでございます。 

 それから、53ページでございますけれども、こちらも年金広報の発行部数について報告

をするようにというご要請がありましたので、こういう形で今回お出しさせていただいて

おります。 

 大変、走りながらの説明で分かりづらかったかもしれませんが、以上でございます。 

○本田座長 ありがとうございました。 

 それでは、大変分厚い資料でございますけれども、ご質問をどうぞお願いしたいと思い

ます。 

○山本内閣府副大臣 先日東京の社会保険事務局事務センターを見させていただきまして、

一番感じましたのは、この最後に書いてある電子申請についてなんですけれども、紙と段

ボールがやたらと多いなというのが実感でありまして、非常に無秩序に並んでいるなと。

言葉は悪いのですけれども、そんな感じがいたしました。もう少しやっぱり機能的にでき

ないのかな、そのためには電子申請がおそらく一番だというような、そんな感じがいたし

ました。ＯＣＲも結果を見ても全然見えないですねなんて言いながらやっているわけです

から、電子申請していただければ、あの分が全部省略できるわけでありますし、機能的に

なるという感じがします。 

 最後にこの利用促進について、52ページに書いてありましたけれども、これは認証局に

３万2,000円払うとかいうことじゃなくて、その分逆に何かインセンティブで費用を安く

するというか、おそらく社会保険庁の経費が安上がりで済むと思いますので、その浮いた
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費用を何らかの格好で還元し、電子申請をすればこれだけ費用を安くしますというような、

逆のそういった形で、金を取るのではなくて、金を向こうに払うというのですか、そんな

システムにはならないものなのですか。 

○石井社会保険庁運営部長 段ボール・紙の類が現場で非常に目につくと、まさしく仰せ

のとおりでございまして、何とかしなければいけないということで、私どもも遅まきなが

ら電子的に処理していくということを進めたいと思ってございます。 

 それで、インセンティブのご指摘、まさにそのとおりでございまして、実は私どもは同

様の行政サービスでどういうような割引の例があるだろうかというのを若干確認してみた

のですが、例えば国税庁におきましては、電子申告をやりますと、確か5,000円だったと

思いますけれども、所得税の控除がなされるというような取り扱いもございますので、そ

ういう例を参考にしながら、どういうような工夫ができるのか取組んでみたいというよう

に思います。 

○坂野社会保険庁長官 税でいけば控除、保険料でいけば保険料の多少の減額をやるとい

うことになります。この保険料の減額をやるためには、法律上の手当てが要るということ

になるわけでございまして、私どももそういうことを法律改正など機会があれば取組みた

いと考えております。ただ、法律改正となりますと、この単独の事項だけの法律改正とい

うわけにはいきませんので、またいろいろ年金制度の改正などそういうときをとらえて進

めるべきだと思います。 

 ただ、いつどういうようにやるかということについては、まだ実は具体的な案がござい

ません。もう少し詰めさせていただきたいと思っております。単純に電子申告だから割り

引くという理屈だけでまた国会の方でそのままご承認いただけるかどうかという問題もあ

るわけでございますので、その辺は副大臣からもよろしく、またいろいろご指導もいただ

きたいと、こんなように思っております。 

○山本内閣府副大臣 あの段ボールの山を見せればみんな納得しますよ。 

○本田座長 他にご質問。大山委員。 

○大山委員 ２つ分からないところがあったので教えてほしいのですが、10ページ目、も

し差しさわりがなければで、結構ですが、この四角の枠の○の２つ目の２行目、一番後の

方に「社会保険労務士会の会員情報をもとに」と書いてあります。この会員情報が何を意

味しているかをもし分かれば教えていただきたいと思います。 

 それから、12ページ目、市場化テストの話のときに大体皆同じような説明になっていま

すが、例えば費用総額という形で受託者と社会保険事務所との関係で比率などが出ていま

す。受託者に対する落札額、公開入札で多分受託者を決めているのだと思いますが、その

落札価額とここで出てくる費用総額、との関係がちょっと分からなかったので、そこを説

明してください。 

○石井社会保険庁運営部長 まず１点目の社会保険労務士会の会員情報の中身でございま

すけれども、これは社会保険労務士会に加入なさっている会員めいめいがお持ちの、主と
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して未適用事業所に関する情報と承知しております。ですから、そういうものが集められ

て、社会保険労務士会としていわば共同してかかっていくということです。未適用事業所

の情報を把握すること自体が通常なかなか難しいことかと思うのですね。そこの部分だけ

もう立ち上がりが違って、効果的に動けるということだろうと思っております。これが１

点。よろしいですか。 

○大山委員 大体想像はつくのですが、正確に理解するためにそこのところをもう一回聞

かせてください。社会保険労務士さんたちが未適用の方たちの情報を得られる理由はなの

ですか。何か他に幾つかの情報を持っていて、これについてはここはやっていないとかと

いうのは分かっているということなのでしょうか。 

○石井社会保険庁運営部長 社会保険労務士さんというのは、いわゆる社会保険だけやっ

ているわけではございません。労働保険の方もやっておりますので、そうすると雇用保険

とか、要するにそちらの方の情報も入ってくると。要するに、そことの重なりというのは

見えるわけです。ここは雇用保険は入っているけれども、厚生年金は入っていないという

ような形で浮かび上がってくるのだろうと思います。 

 それから、総額コストの関係でございますけれども、ちょっと私のとらえ方が正確かど

うか、もし違うのであればご指摘いただきたいのですが、入札のときに札を入れていただ

きます。そのときに金額ががちっと固まりますね。それはそれで私どもが委託をするとき

の金額ということであると、お支払いをするのは。だから枠としてはその限りということ

であると。それはそれとして、実際受託して与えられた要求水準を達成するということで

事業展開をすると。このときにどのぐらいかけるかは各事業者さんの裁量、判断の問題で

ございます。もちろん事後的に挙げていただいた成果とコストがどういう関係であるかと

いうことをチェックさせていただきますということはあらかじめ申し上げてはいるのです

けれども、それでもなお目標をクリアしたいということで、かなり投入なさるところもあ

るということでございます。 

○大山委員 今の続きでちょっとよろしいですか。 

 そうすると、社会保険庁から払われている額は上限が決まっているが、受託した事業者

によっては自ら持ち出したと理解してよいですか。 

○石井社会保険庁運営部長 おっしゃるとおりです。 

○大山委員 その持ち出した額というのが、ここで言っている、普通は社会保険事務所よ

り余計にかかるような形で最初から落札してくる可能性というのはあまりないのではない

かと思うのですが、その意味では費用対効果で実際にかかっている持ち出し分があるかも

しれないけれども、それを除くと、社会保険庁さんから払っている額は確実に下がってい

ると、そういう理解でいいのですか。 

○石井社会保険庁運営部長 そういうようにご理解いただいて結構です。 

○大山委員 分かりました。ありがとうございます。 

 この資料の書き方では、そうは見えないかもしれないですね。勘違いなさる方がいるか
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もしれません。後からかかった額を補てんしているというように見えてしまうといいます

か、そこのところが要するに市場化テストをやったら余計にお金がかかっている場合があ

るというように見えるのか見えないのかの話をもう少しはっきりさせたかったので質問し

ました。 

○本田座長 そこのところ、私は内閣府の官民競争入札等監理委員会のメンバーでござい

ますのでご説明すると、まさにいろいろな条件を出して、質も予定価格もありますね。そ

の中で競争しますから、いろいろな条件に合致しなければいけません。入札ですから、そ

れだけしかお払いしません。ただし、最近はインセンティブというのがあって、これがで

きたらあといくら払う、とかいろいろありますけれども、基本的にはそれだけしかお払い

しません。 

 ただし、この業務委託の課題にも出ていますけれども、単年度の契約だと非常にやりに

くいといいますか、どちらから見ても、参加する方から見ても、発注する方から見ても。

それで先ほどご説明がありましたが３年計画ぐらいでやります。そうなりますと、初年度

はこうやり、参加する方は企業経営者ですから、あらゆることを考えながら、しかも利益

が出ることを考えながらやっているとお考えいただけます。そういう意味での入札価格だ

とお考えいただければよいと思います。 

 ちなみに、今回の95カ所の国民年金保険料の収納事業の市場化テストは契約が一度終わ

って、本格実施がスタートしたわけですけれども、経費だけで申し上げれば社会保険庁で

続けた場合の経費が58億、これは社会保険庁の方でおっしゃっていますから、58億かかる。

入札結果は21億なのです。この資料にも出ていますように、かなり経費は４割、５割とな

っているような形が出ている。その他に当然のことながら競争入札、市場化テストはあく

までも質という問題がありますから、質についてはこれはかなり触れられているわけで、

質についても現状よりどうよくしていくかというのも契約条件に入っているとご理解いた

だきたいと思います。 

 斎藤委員。 

○斎藤委員 民間事業者の創意工夫やノウハウの活用ということが目的になっていますけ

れども、今伺うと、社会保険労務士会は会員情報というデータベースを持っている強みを

生かして実績が上がったということで、違いはデータベースだけのように聞こえました。、

ノウハウとか民間事業者の創意工夫というのをもし彼らが持っていてそれでコストが半分

ぐらいになっているというのであれば、それはどうやってやったのかという情報をもらっ

て、それを他の事業に活用するというようなことはできないのでしょうか、あるいはそう

いうことはもう既になさっているのでしょうか。その辺りを教えていただけますか。 

○石井社会保険庁運営部長 ちょっと担当の方から詳しい説明をさせていただきます。 

○杉山社会保険庁国民年金事業室長補佐 国民年金収納事業も、また未適用事業所の適用

促進事業につきましても、それぞれ民間事業者さんは工夫をされておりますけれども、そ

れは私ども社会保険事務所がやっていたのと大きく違う工夫というのは今のところあまり
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出ておりません。ただ、例えば電話による督励の分析が機械的に非常に進んでいるとか、

我々がやっている同じ方策ではございますけれども、分析が進んでいるとか、そういうこ

とはございます。 

 また、社会保険労務士さんの場合は自ら会員情報をお使いになるということの他に、日

常的に地域を回りながら新たに事業所が新設をされた情報をつかまれるとか、日常活動の

中で新しい情報をおつかみになるという、社会保険事務所では困難なような工夫はござい

ますが、全体としては全く新しい工夫がされたものが持ち込まれているという、今はまだ

そこまでは行っておりませんが、市場化テストそれ自体がまだ２年間しかやっておりませ

んので、これから様々な工夫が進められるのではないかと期待をしております。 

○石井社会保険庁運営部長 １点私の方から補足をさせていただきたいのですけれども、

総じて言えば今担当の方からした説明のようなことになるのですけれども、ただ先ほども

ちょっと説明させていただきましたけれども、コールセンターの運用、これはご存じのよ

うに私どもも非常に大量な、それこそ1,000万を超えるような通知を、例えば２カ月に１

回年金のお支払いということでご通知申し上げると。それとか、あるいは被扶養者の通知

とか、あるいは年金保険料を支払っていただいたということで、その税控除の証明書をお

送りするとか、これ自体がそれぞれものすごい量になって、特に分かりにくい税関係につ

いては、やはり送った量が多い分だけその後大きな山が来るわけです。そのときには、コ

ールセンターの電話が鳴りっぱなしになるわけです。そういう非常に大きなピークロード

があると。けれども、その後今度平時になりますとぐっと下がってしまうと。 

 結局、最大のところに合わせる形でブースを用意するわけですけれども、常にそういう

状態にいたしますと、当然赤字になるわけで、したがってそこのところはやはりここら辺

の調整ですね。要するに、ブースにどのくらいの人数を、最大、それから通常、それから

需要が非常に低いときに、どう配置するか。これを例えばどういうタームで読みながら要

員配置をするか、ここら辺はもちろん私どもの役所でもそれはできないことではないので

すけれども、一応公務員、定員という、要するに決まり事の上で運用しておりますので、

かなりやっぱり制約があるわけです。 

 その点、やはり民間事業者には他の事業もやっているということで、そういう大きな枠

の中で要員管理というのができる。そこのところはやはり私どもからするとメリットとし

て享受をさせていただきたい点でございます。そこら辺がうまくいかなくてちょっと足が

出たという事業者があったということは先ほど申し上げたところですが、これは経験によ

って多分その事業者さんも腕を上げていかれるのではないかと、こういうように思ってい

ます。メリットはやはり部分的には業務によってあるのだろうと思っています。 

○本田座長 岩瀬委員。 

○岩瀬委員 何点か質問したいのですけれども、今の年金電話相談についてなんですが、

これは先ほど一般的な質問について対応するというお話であったかと思いますけれども、

個人的に自分の年金の記録がどうなっているのかということについては、この年金電話相
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談では答えていただけないということになりますか。 

○石井社会保険庁運営部長 とりあえず私の方からお答え申し上げますと、電話だからと

いうことで、そういう形でお断りをするということは基本的にはございません。通常はや

はりブースに入った人間が電話をとって、それでブースの中にはオンラインで年金記録が

見える、そういうモニターがあって、電話を受けながらお名前や基礎年金番号を頂戴しつ

つ、やっていますから、もちろんそういう一般的なお話で終わるばかりということはござ

いません。けれども、比率の問題として、例えば制度の仕組みがどうであるかとか、手続

がどうであるかとか、一般的なそういうようなお話も電話の場合は多うございまして、比

較の問題として来訪相談の方が個別の比較的複雑なそういうご相談を受ける比率が高いと、

そういうことでございます。 

 副所長の方で何か補足があれば。 

○植田社会保険業務センター副所長 電話相談の場合はこちらから、要するに本人確認と

いうのがある意味でデータ保護のために大変なのですが、そこのところはこっちからやっ

ぱりいろいろご質問させていただくのです。それでやっぱりこの人はご本人だなとか、そ

ういう確認といいましょうか、そういうことを踏まえてお答えをすると。ここは結構気を

使っておりまして、あまりノウハウをおしゃべりするわけにはいかないところもあるので

すが、一応そういう確認行為は必ずしているということです。 

○岩瀬委員 分かりました。 

 では、例えば電話相談する場合には、つまり基礎年金番号を用意するとか、何かこうい

うものを事前に用意してほしいということの告知をもう少ししていただいた方がいいのか

なと思います。二度手間になってしまう、そんな感じがします。 

 もう一点、いわゆるお客様満足度調査をされたということが、31ページの３の表の欄外

に書かれているのですけれども、これはもしよければどういうところに何社ぐらいこうい

う調査依頼をしたのか、それで調査依頼をする際にどういう調査、ここにも若干書かれて

いますけれども、どういう調査シートを渡して、それをどういう形で実施したのか。それ

も教えていただけませんか。 

○石井社会保険庁運営部長 後ほどご報告させていただきたいと思います。 

○岩瀬委員 あと２点お聞きしたいのですが、先ほど委託費の話が出ましたけれども、委

託費は今後出さないということですが、委託費以外に例えば交付金とか出資金が出ている

ということはあるのでしょうか。出資金は今まで出したものを今度回収するということは

あまりお考えになっていないのでしょうか。その点を教えていただけますか。 

○石井社会保険庁運営部長 ちょっとそれも確認させてください。何しろ相当なご批判を

浴びたので、その手のものはすべて整理をしてございます。ただし、出資金を出している

ケースについて、引き上げるというような方針まで立てているかどうか、ちょっとはっき

りしませんので。 

○岩瀬委員 委託費という言葉以外で保険料なりが出ているかどうかというのをちょっと

19 



教えていただきたい。 

○石井社会保険庁運営部長 保険料財源で委託費、あるいはそれと同様な性質のお金を事

業費ということで渡してやっていただくというようなことは、これはもうやってございま

せん。 

○岩瀬委員 そうですか。分かりました。 

 あと、前回僕がちょっとお聞きした広報費に関する部分なのですけれども、障害者の人

たちへの広報提供サービスで、読み上げ及び拡大文字のサービスということなのですけれ

ども、これはもう今後もこれ以外はやらないということですか。 

○石井社会保険庁運営部長 これにつきましては、とりあえずこういうサービスをやる必

要があるのだろうということで取組ませていただいているということでございまして、こ

れ以上やらないということは特に決めてございません。 

○岩瀬委員 パンフレット類は膨大な部数を作っているわけですけれども、これらを僕は

ほとんど見たことがありませんの。どのようにして受給者なり加入者に届けているのか、

その配布の手段というのを教えていただけませんか。 

○石井社会保険庁運営部長 これはまずは社会保険事務所の窓口、それから市町村、国民

年金の広報などはこれは市町村の方でも受託事務なんかをやっていただいておりますので、

そちらの方にも置いてあります。 

 ちょっと、すみません。担当から。 

○杉山社会保険庁国民年金事業室長補佐 全てについてはっきりは申し上げられません。

確認できる範囲で、また後ほど資料として出させていただきますが、例えば国民年金保険

料の納付案内書同封リーフレットという一番数が多いものがございます、1,840万枚。こ

れは納付書をお送りするときに一緒に同封をしてお送りしておりますので、被保険者の方

お一人お一人に行きわたるような仕掛けになっております。前段の方に様々な総合カタロ

グとかございますものは、社会保険事務所または市町村の窓口。それから口座振替の促進

チラシであるとか、納付勧奨チラシであるとか、免除の勧奨チラシといったような勧奨チ

ラシについては、対象者の方々へのご案内のときに同封させていただくといったような使

い方をさせていただいています。その目的によって配布の方法は異なってございます。 

○岩瀬委員 例えば、このパンフレットが欲しいと、電話相談で電話をかけた場合に、あ

るいは相談者が今説明しましたけれども、こういうパンフレットがあるのでお送りしまし

ょうという形で届けるということはしているのですか。 

○杉山社会保険庁国民年金事業室長補佐 ご要望がございますれば、申出書などもそうで

ございますけれども、お送りすることは可能でございます。 

○岩瀬委員 可能ということはやっていると。 

○杉山社会保険庁国民年金事業室長補佐 必ずという意味でやっているとは言い切れませ

んが、要望がございますれば。 

○岩瀬委員 要望があれがやるわけですか。 
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○杉山社会保険庁国民年金事業室長補佐 はい。 

○岩瀬委員 それは郵送料は社会保険庁持ちでやるわけですね。 

○杉山社会保険庁国民年金事業室長補佐 はい。ご本人からいただくことはしておりませ

ん。 

○岩瀬委員 社会保険事務所の窓口だとか、市町村の窓口に置いても、なかなかこれはは

けないと思うのですよ、そこに置くだけでは。もっと届ける手だてというのを考えていた

だけないかなという気がします。せっかく作っても届かなければ意味がない。 

 それと、今回のヒアリング資料には出ていないのですけれども、前回残債のことをお聞

きしています。残債の問題というのは、システムを今後作っていくことも重要ですけれど

も、そのシステムがどういう契約になっているのか、そのシステムの経費がどういうもの

なのかというのをガラス張りにするということは、組織を再生していく上で非常に重要な

ことだと思うのです。仮に中身を見直したときに、問題があればそれは交渉するというか、

議論の材料にしていくというのは必要なことですので、これは是非とも出していただきた

いと。その種の資料は当然お持ちだと思うのですけれども、それが今日ここに出てこなか

ったというのは、何か理由があるのであれば教えていただけませんか。 

○石井社会保険庁運営部長 お答え申し上げます。前回岩瀬委員からご指摘があったとき

に申し上げさせていただいておりますけれども、代表的な案件というものをとらえて、お

話しのようなものを資料として出させていただきたいとは思っているけれども、著作権が

実は社会保険庁にはないわけでございます。それを開発した、要するに開発事業者に著作

権があって、まさに開発の中身に企業秘密に属するようなものがあると。であるがゆえに、

すぐにはこちらにご提供できるかどうか、そこは分かりませんと、ちょっとそこはご留意

願いますということを申し上げたと思うのです。 

 まさにそういうことで、今どの案件をこちらで説明するのにふさわしいものとするかと、

そういうことと並行して、そういうような相談もさせていただいているということで、ち

ょっと今日は間に合わなかったということがございます。 

○岩瀬委員 ということは、ＮＴＴデータがシステムの提供者ということなわけですか。

社会保険庁に対して提供者。 

○石井社会保険庁運営部長 はい。システムというものは、ご存じのように、請負契約で

制作されたものではございませんで、データ通信サービス契約という、いわば例えて言え

ば電話契約に類似する、中身は複雑なのですけれども、それに類似する性格を持った契約

ということでございまして、その契約に則ってＮＴＴデータが作製したものを、いわば私

どもの場合であれば、従前ですと10年なら10年という形で、要するに延べ払いの形にして

ご提供を受けると。私どもは毎月毎月使用するわけですが、使用に応じた月額利用料を払

うという形でそれを享受するという形できているわけです。その従前ではその経過する間

というのは、ＮＴＴデータの方にその権利があるということでございまして、そういう構

造になっていると。 
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 これはやっぱり非常に問題だということで、まさにそこの整理をするということから、

最適化計画というのができているわけでございまして、最適化計画ができて後の23年度以

降は、著作権は社会保険庁が持つということを開発に関わる契約書の中に明記するという

ことにしてございます。既に、昨年の８月に競争入札をして、今年の３月にでき上がって

いるものとして基本設計書というのがあるわけでございますけれども、これについては既

に５つの事業者に分割発注して受けてもらっているわけでございますけれども、それぞれ

契約書に権利が社会保険庁に帰属するということを明記したもので既に契約してございま

す。ちょっと話が長くなりましたが、そういう経緯でございます。 

○岩瀬委員 私は１つ基本的なことが分からないのですけれども、データ通信サービス契

約の中身は別としても、社会保険庁がＮＴＴデータに発注をして作ってもらって、それを

納入してもらっているということであれば、著作権の部分はあるにしても、どれだけのコ

ストがかかってこの料金になったのかというのは、これは著作権とはあまり関係なく提供

してもらってもいいのかなとは思うのですが、いかがですか。 

○石井社会保険庁運営部長 ＮＴＴデータもデータ通信サービス契約そのものが長期かつ

不透明なもので、いろいろ問題があるという指摘を各方面から受けて、できるだけオープ

ンにしようという姿勢になっております。 

 私どももそういうことで、そういう姿勢に転じてもらったことは高く評価しておりまし

て、そういうことであるならば、作製工程一つ一つに至るまでの細部についての説明を、

それぞれコストがどうかかったかということとあわせて説明してほしいということを申し

入れております。大方は、それに関する説明はいただけておりますけれども、ただやっぱ

りどうしてもという部分があるのですね。ここはちょっとやっぱりオープンにできません

という部分があるわけでございます。そこで、そういう部分をいわばポイントにして、少

しやり取りをしているという状況です。説得の作業ということでございます。 

○八田委員 今日のお話の外部委託に関する基準が第１ページに書いてあるのですが、国

が自ら行うこととしている業務というところで、②に「行政処分行為や権力性の高い業

務」というのがございます。しかし、どこまでが権力性の高い業務なのかという線引きが

難しいと思うのです。例えば、違法駐車の取締を民間にやらせるというのを、最初は警察

庁はこれは一切できないと、権力行為だから警官がやらなければいけないと言っていたの

ですが、結果的には最後の最後の段階は警官がやるけれども、民間委託ができることにな

りました。今までお巡りさんは幾ら罰金を取ってもそれはみんな財務省に行ってしまった

わけですから、何のインセンティブもなかったものが、これはちゃんとインセンティブが

ありますし、ひょっとして駐車場経営者だったら、ものすごいインセンティブを持って取

り締まるでしょう。民間委託で能率が上がりました 

 それから、例によって民間の刑務所もとにかく逃げようとしている囚人を追いかけるこ

とはできるというわけですね、少なくとも日本の考え方では。最後は刑務官がやってきて

やるというのですけれども。 
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 それから、債権回収代行業務というのも世の中にはあると思うのですね。そうすると、

この原則論はいいと思うのですけれども、実際問題としてこの線引きをどうするかという

のは非常に微妙な問題だと思うのです。例えば、３ページでは、徴収のところで、厚生年

金の納入告知書の発送のところだけが民間に委託されていて、あとは全部お役所でやると

いうことになっています。この辺の線引きというのは動かないものなのか、いろいろと検

討の余地があるものなのか、その点についてはご意見はどうでしょうか。 

○石井社会保険庁運営部長 お答えさせていただきます。おっしゃるとおり、一つの考え

方をもってすべてに単純にあてはめて簡単にけりがつくというものでは本当にないと思っ

ております。まさに、きちんとした考え方を基準として持ちつつ、やっぱり個別具体的な、

その行為の置かれている環境とか、相手とか、あるいは一連の前後につながる業務が執行

行為の中のどの辺に位置づけられているのかとか、いろいろな要素を総合勘案しながらや

はり決めていくべきことなのかなと思っております。 

 例えば、今ちょっとお触れになった徴収で、国民年金と厚生年金を比べた場合に、納付

督励のところが厚生年金の方だと職員がやると、国民年金の方だと市場化テストに付した

り、電話に限定ですけれども、そういう外部委託の部分もあるということで、いわばアン

バランスな形に見えるのかもしれませんけれども、例えば厚生年金の方は実は滞納の状態

に陥りますと、おおむね10日間のうちにすぐに納付督励をかけまして、それでレスポンス

がございませんと、直ちに次の督促に入ってしまうということで、そこからまた一定の期

間をおいて、レスポンスがなければ財産調査というように、ある意味では短期間の間に一

気に物事が動く。その例えば最初がこの納付督励でございまして、国民年金の納付督励と

そこはちょっと性質が違うというような事情がございます。 

 これは１つの例ということでご理解いただけるのではないかと思いますけれども、まさ

におっしゃるように少し細かめにやはりご覧いただく、ご判断いただく必要があるのでは

ないかなと、全く同感でございます。 

○本田座長 斎藤委員。 

○斎藤委員 外部委託を進めていく方針でいろいろご検討なさっていらっしゃると思いま

すし、また市場化テストをなさったご経験から教えていただきたいのですが、外部委託を

大まかなガイドラインに沿って進めていった場合に、どのぐらい費用面で削減できるのか、

例えば、何割減が可能であるとか、予算の何割減が可能なものでしょうか。もし試算なさ

っているのでしたら、教えていただきたいと思います。民間の企業ですと、何かを推進し

ていくときにはそういうメリットをある程度数値化して、それから進めると思うのですが、

いかがでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 まさにこれからこちらの議論が深まるに従って…我々も並行

して検討しておりますし、いずれ社会保険庁の考え方として主だった業務につきましてど

こまで外部委託が新たに可能かというときには、当然今やっている体制との比較において

どの程度今のワークフォースが減らせるかということもあわせて頭に入れながら、どの程

23 



度の効果がある外部委託かということをあわせてお示ししていく考え方も持っております。 

 ただ、一般的にシミュレーションの問題として、こうやった場合こうやった場合と、や

っぱりその業務が出せるかどうかという判断と並行して考えていかないといけませんので、

それと切り離して、一つ机上の計算としてどうなるかという作業はしておりません。ただ、

できそうなものについてどの程度効果があるかと、この効果があるのでどの程度踏み込め

るか、どういう工夫をするかということを並行して今鋭意検討させていただいております

ので、こちらでご説明する際には当然どういう効果がある方式であるかということもあわ

せて、できるだけご提示申し上げていきたいと考えております。 

○本田座長 その点、私もちょっとお尋ねしたかったのですけれども、例えば１つだけ資

料が出ているのは、30ページの電話相談のところで、ある意味では非常に興味深い数字な

のですね。社会保険庁でやった場合には19.4人、一方の民間では9.0人、達成率は若干こ

っちが悪いというけれども、どう考えるかという、これは具体的な数字です。 

 今の吉岡総務部長のお話も分かりますけれども、私の方からのお願いは、例えば今回の

95カ所の社会保険事務所を落札した業者も決まっているわけですから、その社会保険事務

所でその仕事をやっている人の人数は幾らか、金額の方は私は報告を受けていますけれど

も、しかも前にモデル事業でやっているわけですから、その仕事を社会保険庁でやったと

きは何人だったか。我々の会議の目的というのは最終的に人数まで考えなければいけない

のです。業務の振り分けを含めて。 

 そういう意味では、これから新しい日本年金機構をどういう体制にするか、これは社会

保険庁にもまた一生懸命考えてもらわなければいけませんけれども、少なくとも社会保険

事務所で実施しているものについては難しく考えないで、単純な数字があるのではないか

なと。それぞれの事務所でやっていたはずですから、それはこうなりますという数字は是

非お願いしたい。 

○吉岡社会保険庁総務部長 それはご指摘のとおりだと思います。 

○本田座長 小嶌委員。 

○小嶌委員 業務委託の場合、労働法の世界では人数でカウントしてはいけないという考

え方がありますので、正確なデータが出てくるかどうか分かりませんけれども。ちょっと

細かい点、14ページでは、非常勤職員の役割となっており、26ページも同じようになって

いますけれども、14ページの場合、社会保険適用指導員以外の非常勤職員はここに入るの

ですか。「等」と書いてありますけれども。３番目の○です。 

○鈴木社会保険庁年金新組織準備室長 今補助している職員がございます。 

○小嶌委員 それから、社会保険適用指導員というのは注２によると、各社会保険事務局

１名と書いてありますが、これは全体でも47名にしかならないということですか。 

○本田座長 もし分かったら。今１名ですけれども、その前は何名だったかということの

方が重要ですよね。集約化して１名になったという、その前は何人おられましたかという

ことが。 
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○吉岡社会保険庁総務部長 ちょっと調べて、すぐお答えできるようだったら、すぐご報

告いたします。 

○小嶌委員 表を見ていて、職員、とりわけ常勤職員の数が書いていないと比較ができな

いという感じを持ちました。 

 26ページでは、国民年金推進員、たしか数千名はおられたと思いますけれども、そうで

あれば非常勤職員をクローズアップするというのも分かるのですけれども、仮にその数が

47名足らずであると、このように非常勤職員の方が14ページの表では非常に少ないという

ことになれば、「職員のほか、社会保険適用指導員等が加入勧奨に当たっている」という

表現は必ずしも正確とは言えないのではないかと思います。ただし、この一番目の○の

「等」の中に民間委託が入っていて、３番目の「等」とは違うのだということであれば、

別ですが。 

 それから、先ほどから電話相談業務というのですか、コールセンターのお話が出ていま

すが、33ページにあるコールセンターは業務委託ですか、派遣ですか。 

○石井社会保険庁運営部長 これは業務委託です。 

○小嶌委員 そうすると、派遣は基本的にデータ入力だけと考えていいのですか。つまり、

社会保険庁で派遣を活用しておられるのは、データ入力というか、事務用機器操作の業務

に限定すると。 

○石井社会保険庁運営部長 はい、限定しての活用です。 

○小嶌委員 そうすると、非常に細かい話になるのですけれども、機器設備などについて、

33ページでは「社会保険庁が措置する」と書いてありますよね。業務委託の場合に可能な

のかどうか。全く問題はないのですか。 

 つまり民間企業であれば、機械などについても借り入れの契約を結んで、別個の双務契

約を締結しなければいけないとかやかましく言われていますけれども、そもそも社会保険

庁が今、自分のところで所有しているのであれば国有財産でしょうし、国有財産であれば、

私権というのは設定できないはずですから、そのような契約は結べないと思うのですが。

もしリースで借りておられるとすると、いったん借りているものをまた貸すというのもこ

れはちょっと難しい話なので、そこら辺の問題についてどのように処理しておられるのか、

あるいはあまり気にしておられないのか。 

○石井社会保険庁運営部長 大森の例を申し上げますと、センターの建物、フロアで借り

上げています。そこに別途リースということで私どもが手配した設備、機器を整備します。

あとは要員がチームという形で来ていただいて、そしてオペレーションをやっていただけ

ればもうすぐにでも動かせると、そういう状態にして、そして受け入れるという形でござ

いますので、特に契約上問題が起きるというようなことはないのではないかなと思ってお

るのでございますけれども。 

 詳しくはちょっと確認させていただきます。 

○本田座長 今の問題に絡みますけれども、先ほど人員の話をしましたけれども、それに
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はやっぱり非常勤と常勤の数を両方入れてもらわないと。今は公務員で常勤、非常勤とい

うことですが、新しい日本年金機構では、おそらく契約社員だとかいろいろな形になると

思いますけれども、そこらの実績を出していただくときには、トータル幾ら、常勤幾ら、

非常勤幾らと分かるような資料に是非していただきたいと思います。 

 それでよろしいですね。 

○斎藤委員 コールセンターを大森に設置なさったということですが、大森を選定なさっ

た背景を教えていただけますか。最近はコールセンターを大連など海外に置いたりする傾

向が多い中で、東京のど真ん中とは言いませんけれども、東京23区内に置くというのは、

人員の確保が難しいとか、何か理由があったのだろうと思うのですが、その辺りを教えて

いただけますか。 

○石井社会保険庁運営部長 実際、このセンターの設置に直接携わった立場ではなかった

ので、詳しいことは後ほどまたご報告させていただきたいと思いますけれども、私が承知

している経緯ということで申し上げさせていただくと、まずこの第１コールセンターとい

うのは、今社会保険業務センターというのは高井戸が１つの拠点でございます。三鷹にも

データセンターはございますけれども、業務センターとしての中枢機能は高井戸の方にご

ざいます。今はありませんけれども、高井戸には中央年金相談室という組織がございまし

て、ここが全国のお問い合わせを受けていたのです。最大席数は一時期で180席まで拡大

してございました。そこまで整備されていたものをやはり業務センターという、これはデ

ータセンターですね、その中に擁しているというのは、やはりちょっと組織のあり方とし

ていかがなものかと。かつ、また組織的なそういう角度からの見直しとあわせて、やはり

外部委託というのを活用すると。これは両方をいわばマッチングさせる工夫がないだろう

かということで生まれたのがこのコールセンターで、しかもそれまでの高井戸にいた職員

が通勤しております。そういうことなども考えて、まずは３カ所のうち１カ所目は業務セ

ンターと、それから本庁とも連絡の取りやすい東京といいますか、首都圏のしかるべきと

ころにおこうと、まずこういうコンセプトを固めたわけでございます。 

 あとは、当時川崎とか埼玉とか千葉とかいろいろ候補が上がっていたかと思いますけれ

ども、まずやはり建物の構造、特に安全面、大きな災害なんかにも耐え得るような強度を

備えているかとか、それから要するに相当数の方々を受託事業者の方が募集するわけです

ね。そのときにしかるべきクオリティをお供えの方々がどれだけおられるかとか、それか

ら入れ替わりが考えられるわけで、そういった入れ替わりに十分耐え得るような、いわば

人的な層の厚さがあるかとか、そういうのをいろいろ私どもの方でも考えて、それで今申

し上げたこととあわせて、まずは都内の大森にある私どもが選定したビルがよかろうとい

うことで、そこを決めたという経緯でございまして、まず東京ありきでは実はなかったわ

けでございます。そんな経緯でございます。 

 詳しくは、また後ほどご報告させていただきたいと思います。 

○本田座長 納得しましたか。 
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○大山委員 確かに、３年前に高井戸を見に行ったときにコールセンターがありましたよ

ね。ここは要らないだろうという話はした記憶があります。 

○本田座長 ちょっと補足しますと、年金の場合にはコールセンターは規模が大きいです

けれども、普通企業では沖縄の辺に置いたり、地方に置くのですよね。それで十分対応で

きる。だから東京でないと人材が集まらないというのはちょっとどうなのか。 

 他に何かございますか。八田委員。 

○八田委員 これは先ほど山本副大臣がおっしゃったことに関してです。電子申請の制度

を導入することにお金がかかるでしょう。しかし、その結果どういう作業が省略できて、

これだけ費用が削減できるか、計算結果があったらお知らせいただきたいと思います。 

それから、もうちょっと小さいかもしれませんけれども、よく自動振り込みをやることに

対する奨励をするところは非常に多いですが、それを奨励しているといないとにかかわら

ず、自動振り込みが増えると大体どのくらいのコストが削減できるのかというのもいただ

きたいと思います。 

 それから、最後はこれは多少難しい質問なのです。昔は電話帳があって、そしてその上

で電話番号の問い合わせは無料だったのですが、ＮＴＴは大変な苦労をして、問い合わせ

に対して料金を取るようにしたわけですね。それで、例えば年金相談にも同様に料金を取

ってはどうでしょうか。例えば、質問者が事務所まで出かけていけばちゃんと無料で答え

てもらえるが、電話でかければ、それはそれなりにコストがかかるというような料金を取

るというような仕組みをお考えになったことはあるでしょうかということです。 

 混んでいるときには高い料金をかけて、なるべくすいているときにかけてくれるように

促すという方法もあり得ると思います。料金を取ることと待たせることは同じ機能を果た

します。例えば大阪のタクシーで安い会社が幾つかありますけれども、そうすると当然み

んなそういう会社に予約を入れようとして電話をかけるわけです。けれども、そういうと

ころは大体電話がつながらないですね。フルに稼働しているからです。だから、時間で待

たせるか、それとも料金をとるかというのは似たようなことだと思うのですけれども、少

なくとも手間をかけて事務所に出かけていけば無料で答えていただけるなら、手間をかけ

ずに答えてもらえる電話サービスには料金を取ってもいいのではないかと思います。 

○吉岡社会保険庁総務部長 本格的な検討をかつてしたことがあるかどうかは別にして、

当然そういう議論もいろいろあって、結局料金を取られる方は当然ちょっと不快感を持つ

にしても、全体的にはやっぱり本当に相談が必要な人が優先されるというようなこともご

ざいます。特にこれから公法人になれば、当然事務費がどの程度かかるか、それから全体

的にどういうメリットが及ぶかという根本的な議論がありますし、またそれを説明してい

かないといけない立場でございますので、必ずしも行政の常識にとらわれずに、利便とい

う観点からもこれから広く考えていく必要はあると考えております。ただ、今まで議論し

たことがあるかどうかはちょっと私は承知をしておりませんので。 

○植田社会保険業務センター副所長 これは私が聞いた話で恐縮なのですが、かつてやっ
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ぱりそういう意見があったそうなのです。有料にしたらどうかと。ただし、そのときの議

論は、保険料をいただいている以上、やっぱりそれは無理ではないかというのが大勢の意

見だったということはちょっと聞いたことがあります。 

○八田委員 出かけていくというのは相当なコストがかかるのですよね。時間のコストが

かかる。電話は本当にコストがかからないですから、ある意味ではそこにある種の差をつ

けても正当な気がします。 

○坂野社会保険庁長官 今のお話は、少し中では過去の検討経過なりを調べますけれども、

かなりいわば考え方の問題というのがいろいろ出てくることがあると思います。いわば対

価をとってサービスを提供する仕組みのものと、私どもは対価をいただかない、いわば社

会的インフラとしてサービスを提供するというものとの相違をどう考えていくべきかとか、

あるいはその上であって、どの部分にはコストを求めることができるか、コストの支払い

を特別に求めることができるか。これはいわば学問的にもいろいろなお考えが表明されて

おられる分野ではないかと思っております。したがって、いろいろ整理はいたしますけれ

ども、先生がご期待されるような完璧な整理分析まではいかないかもしれませんが、一応

私どもの分かる範囲で少しやらせていただきたいと思っております。 

○本田座長 大山委員。 

○大山委員 ちょっと戻って恐縮なのですが、６ページ目のところにある社会保険業務・

システム最適化計画､18年３月策定というのは、私もずっと見ていたのでこの内容は記憶

しています。今になってみると、日本年金機構へ移るということから前提が大きくずれた

ところがあり、この観点から見ると、外部委託の拡大の議論がこれから出てくると思いま

すが、日本年金機構で業務をやっていただくというのは、外部に出しているのではないの

でしょうか。そこの確認をさせてください。 

 そこからさらに外部に出すという話を考えていると、状況がちょっと変わっていて、大

変かもしれませんが、もう一回見直しが要るのではないのかなとも思います。すなわち、

日本年金機構に業務が移ることを想定したときにどうあるかという議論を、あらためて行

う必要があるような気がします。 

 その観点から言うと、３ページのこの太枠とそうでないものに関して今すぐとは言いま

せんが、社会保険庁さんの方で日本年金機構に移ることを前提に考えたときに、今のこと

に対する考えがあれば、教えていただきたいと思います。 

○本田座長 その意味で、今日いただきました資料の１ページ目の最初にそれが書いてあ

るわけですね。これまではこうですと。ただし、今後についてはこの再生会議の意見、ま

た社会保険庁は社会保険庁でみずから一生懸命検討、分析をされて、そういう中で作り上

げていきましょうと。今はこうですよと書いてあると私は読んでいますので。そこのとこ

ろは長官、よろしいですよね。 

○坂野社会保険庁長官 おっしゃるとおりでございます。 

○岩瀬委員 外部委託に関することなのですけれども、業務の切り分けとともに切り分け
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た業務をどう管理して、どう監査していくのかということも重要かと思うのですけれども、

その辺で出すに当たってどういうマニュアルを作るというようにお考えなのか、そういう

のは作らないのか、あるいはシステム監査の体制とか、いろいろな管理体制を今後どうい

うようにしていくのか。その辺を今日でなくて結構なので教えていただけますでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 今まで職員自身がやっていたものを新しく委託に出していく

ようなときには、当然いろいろなことが起こり得ることを前提にどういう管理体制とすべ

きか、もちろん職員を全く配置しないというわけではなくて、当然何人か気になる場所に

は職員を配置したり、その職員の置き方も含めた体制や、岩瀬先生おっしゃったやり方と

いう意味のマニュアルが必要だと思いますので、そういうことも併せて考え、定義をして

いきたいと考えております。 

○本田座長 それでは、もうそろそろ時間になりましたので、よろしいですか。 

 どうもありがとうございました。これをもちまして本日の会議は終了させていただきま

す。どうも社会保険庁さん、いろいろとありがとうございました。 

 次回の会合でございますが、まず年金記録問題検証委員会の最終報告が仮に公表されて

いるようであれば、そのヒアリングを行いたいと思います。また、社会保険庁のシステム

刷新にかかわっておられます日本ＩＢＭ及びアクセンチュアにお越しいただきまして、社

会保険業務の業務システム改革に関してのヒアリングを行いたいと思います。なお、先方

からの強いご要望がありまして、日本ＩＢＭ及びアクセンチュアからのヒアリング、質疑

につきましては、会議のインターネット中継は行わないという予定となっておりますので、

ご了承いただきたいと思います。開催の日程につきましては、11月５日の午後に予定して

おりますが、ヒアリング対象者との時間調整などございますので、詳細な時間につきまし

ては追って事務局から連絡させますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、本日の会議につきましては私より記者にブリーフをいたします。 

 どうもありがとうございました。 

以 上 

 


